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第６次阿久比町総合計画・基本構想・土地利用構想（土地利用構想図）を 

部 分 改 訂 す る 理 由 （ 背 景 と 経 緯 ） 

 

全国的に出生率の低下などによる少子化が進行し、総人口が減少を続ける中、近年の本町

は、平成２２（2010）年以降、大規模宅地開発による宅地分譲（陽なたの丘）が始まり、当

時３０代～４０代を中心とした子育て世代が町外から多く転入し、人口が増加しました。 

令和３年３月の第６次阿久比町総合計画策定時には、人口は令和１２（2030）年まで増加

すると推計していましたが、実際には、平成３１（2019）年３月の 28,786 人をピークに、そ

の後は穏やかに減少を続けています。令和７（2025）年には２万８千人を切り、今後も減少

傾向が続いていくことが予想され、引き続き、人口減少対策や地域経済の縮小等に備える必

要があります。 

 

最新の住民基本台帳（令和８年１月１日現在）における本町の年齢階級別の人口構成では、

１０歳～１４歳、１５歳～１９歳の（いわゆる１０代にあたる）年齢層が他の年齢層と比較

して高い値（ボリュームゾーン）を形成している特徴があります。持続可能なまちづくりの

ためには、将来の生産年齢人口にあたる年齢層（若者等）が、これから就職、結婚、子育て

等ライフステージが進んだ際に、「阿久比町に住み続けたい。」「阿久比町で暮らし・子育てが

したい。」と将来を描くことができる環境を整備し、定住促進やＵターンによる移住等を促

進する必要があります。 

 

そのためには、本町の特徴（強み）である「交通利便性が高く、良好な住環境」や「充実

した子育て支援」を活かした施策はこれまで同様に継続しつつ、名鉄阿久比駅周辺の魅力向

上による『中心市街地の活性化・賑わいの創出』や産業振興と新たな企業用地の確保・企業

誘致による『安定した雇用創出』が今後の本町の発展のために不可欠な要素です。 

また、財政面においも、少子高齢化に伴う社会保障費の増加、人件費の上昇や物価高騰の

影響による各種経費や公共施設の老朽化対策等による歳出増加の課題に加え、人口減少局面

においては、町税等税収の伸びを期待することも困難な状況にあり、将来に向けて厳しい状
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況であることから、今後も地域に必要なサービスを確実に提供すべく、持続可能なまちづく

りのためには、『税収の確保』も不可欠な要素です。 

 

このような背景を踏まえ、令和５年度から、本町の中心市街地である阿久比駅周辺の活性

化や企業用地の確保について複数の候補地を挙げ、課題や事業手法の整理、企業ヒアリング

や地域アンケート等の調査を行い、検討を重ねてきました。 

今回、それぞれの候補地の絞り込みを行い、事業展望の見通しが得られたことから、第６

次阿久比町総合計画 基本構想・土地利用構想（土地利用構想図）を部分改訂し、まちの将来

像の実現に向けた基盤とすることで、今後、具体的な展開等へ移行するフェーズを目指して

いきます。 

 

 

 

 

部 分 改 訂 の 内 容 

 

第６次阿久比町総合計画・基本構想・第１章まちの将来像 第３節土地利用構想（土地利用

構想図）について、次のとおり部分改訂を行います。 

 

商業系ゾーンの拡大（１箇所） 

・阿久比町役場や阿久比駅周辺については、中心商業・業務拠点として、賑わいの創出とと

もに生活利便性の向上に資する商業・サービス機能の充実を図るため、商業系ゾーンを拡大

します。 

 

工業系ゾーンの追加（２箇所） 

・既設工業団地の周辺地のうち、知多半島道路阿久比インターチェンジ周辺や幹線道路沿道

の産業面の需要が見込まれる区域については、活力ある産業を牽引する拠点を形成するた

め、工業系ゾーンを追加します。 
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商業系ゾーンの

拡大（１箇所） 

工業系ゾーンの

追加（２箇所） 

（令和８年６月部分改訂） 
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第 ６ 次 阿久 比町総 合 計 画・ 基本構 想 ・ 第１ 章まち の 将 来像  第３ 節 土 地利 用構想 （ 土 地利 用構想 図 ） 

新（令和８年６月部分改訂） 旧（令和３年３月策定） 

 

 

 

資 料 
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 資 料 
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